
 ・我が国の橋梁（橋長2ｍ以上）は約70万橋※ 

 ・全国の橋梁における築後50年以上割合は16％存在（2012年時点） 

                                              10年後（2022年）には40％、20年後（2032年）には65％ 

日本の橋梁の現況（橋長2m以上） 

現在

(2011)

10年後

(2021)

20年後

(2031)

※出典：国土交通省調べ 

  ・建設年度不明橋梁を除く 

  ・橋長2m以上対象、１箇所において 

   上下線分離している場合2橋でカウント 

40% 

65% 

16% 

50年経過橋梁
約6.4万橋

50年経過橋梁
約16万橋

50年経過橋梁
約26万橋

注）この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約30万橋ある 
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 ・我が国の橋梁（橋長15ｍ以上）は約15.7万橋※ 

 ・全国の橋梁における築後50年以上割合は9％存在（2011年時点） 

                                              10年後（2021年）には28％、20年後（2031年）には53％ 

 ・自治体管理の橋梁における築後50年以上の割合は10％存在（2011年時点） 

                   10年後（2021年）には28％、20年後（2031年）には54％ 

日本の橋梁の現況（橋長15m以上） 

現在

(2011)

10年後

(2021)

20年後

(2031)
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高度経済成長期 

36% 

50年経過橋梁 

（約44,000橋） 

50年経過橋梁 

（約84,000橋） 

50年経過橋梁 

（約15,000橋） 

出典：平成22年道路施設現況調査 

    （H22.4時点データ） 

 

※ 橋長15m以上対象、１箇所において 

   上下線分離している場合も１橋でカウント 

（橋梁数） 

（経過年数） 



損傷が深刻化してはじめて大規模な修繕を実施
橋の架け替えのサイクルも短い（平均60年）

コンクリートのひびわれが深刻 コンクリートの修繕

事後保全

予防保全 点検により、コンクリートに
軽微なひびわれを発見

きちんと点検し、損傷が深刻化する前に修繕を実施
橋の架け替えのサイクルも長くなる（平均100年）

下面に炭素繊維を接着すること
によりひびわれの進行を抑制

転換

大切な資産である道路ストックを長く大事に保全し、安全で安心な道路サービスの提供や 

  ライフサイクルコストの縮減等を図るため、定期的な点検により、早期に損傷を発見し、 

  事故や架け替え、大規模な修繕に至る前に対策を実施する予防保全を推進しています。 

計画的な予防保全の実施 

【予防保全の効果（イメージ）】 



・直轄国道では、供用後２年以内に初回点検を実施し、２回目以降は５年に１回の頻度で 

  定期的に点検を実施。 

損傷の種類 

  鋼の腐食や亀裂、コンクリートのひびわれ、

路面の凸凹など、２６種類に分類。 

結果の記録 

   点検調書・橋梁管理カルテを作成し蓄積する。 

点検の頻度 

橋梁点検車を使った橋梁点検 

点検の方法 

  近接目視を主に、必要に応じて簡易な 

 点検機械・器具を用いることを基本とする。 

対策区分の判定 
  損傷状況を把握したうえで、構造上の部材区分毎、損傷種類毎の対策区分について判定を 

  行う。（７段階評価） 

  Ａ：損傷なし  Ｂ：状況に応じて要補修 Ｃ：速やかに補修   

  Ｅ１：緊急対応（構造上） Ｅ２：緊急対応（第三者等被害） Ｍ：維持工事対応 Ｓ：詳細調査 
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＜定期点検の概要＞ 

①点検 
 近接目視による、 

  ・損傷状況の把握 

  ・損傷程度の評価 

②検査 
 点検結果及び現地検査による、 

  ・損傷程度、対策区分の判定 

  ・損傷原因の特定 

③点検結果の記録 

④補修 

補修結果 

の記録 

なし 
Ｃ、Ｅ判定 

あり 

⑤登録・蓄積（データベース） 

直轄国道の橋梁点検 



・直轄国道では、５年に１回の頻度ですべての橋梁で定期的な点検を実施し、対策区分 
   を判定。 
・約４割の橋梁で重度な損傷を発見、５年以内に計画的に補修実施。 

損傷が認められないか，損傷が軽微
で補修を行う必要がない．

Ａ

判定
区分

判定の内容

対策区分の判定区分

Ｅ２

状況に応じて補修を行う必要があ
る．

詳細調査の必要がある．

速やかに補修等を行う必要がある．

橋梁構造の安全性の観点から，緊急
対応の必要がある．

その他，緊急対応の必要がある．

Ｂ

Ｓ

Ｃ

Ｅ１

  （橋長2m以上の道路橋） 

【H16～22年度の橋梁点検の結果】 

橋梁点検車による 
定期点検 

目視による 
定期点検 

鋼材の腐食 床版ひびわれ 

直轄国道の橋梁点検の状況 

対策が必要な 

橋梁約38％ 

Ａ（5%） 

Ｂ 

（57%） 
Ｓ 

（7%） 

Ｃ 

（31%） 

Ｅ 

（0.2%） 

約2.7万橋 



・地方自治体1,759団体※のうち、点検（定期点検及び緊急点検を含む）を実施している 

  自治体は、H25.4時点で1,719団体（98％）。 

   ○都道府県・政令市：    67団体のうち、  全自治体で実施（100％） 

   ○ 市 区 町 村  ： 1,692団体のうち、1,652団体で実施（   98％） 

国土交通省調べ（平成25年4月時点調査） 

※岩手・福島の一部市町村はH22.4時点データ 

地方公共団体の橋梁点検の状況（H25.4現在） 

※対象自治体：橋長15m以上の橋梁を管理する自治体 

※点検：定期点検及び緊急点検含む 

【平成19年9月】 

点検実施 

（182団体 10%） 

点検未実施 

（1,617団体 90%） 

市区町村 

1,799団体 

市区町村 

1,692団体 

点検実施 

（1,652団体 98％） 

点検未実施 

（40団体 2％） 

【平成25年4月】 
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有効回答数：367

有効回答数：90

有効回答数：391

市区町村の橋梁長寿命化施策が進まない主な理由 

◆市区町村が橋梁長寿命化修繕計画を策定していない理由 

●長寿命化修繕計画を策定していない主な理由として、「財政力不足」、「職員不足」、 

 「専門的知見の不足」が多く挙げられている。 
 

●また、町の約５割、村の約７割で橋梁保全業務に携わっている土木技術者数が０人 

 （平成24年7月時点） 

 

※ 平成24年7月調査結果による 

※ 平成24年7月アンケート調査結果 
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 その他 

※ 複数回答有（有効回答数62） 
※ 平成24年7月調査結果による 

橋梁長寿命化修繕計画を策定していない理由 市区町村における橋梁保全業務に携わる土木技術者数 



〔都道府県・政令市〕 〔市区町村〕 

橋梁長寿命化施策を進める上で地方公共団体が国に求める支援施策（H24.7調査結果） 
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※ 複数回答有（有効回答数６７） 
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※ 複数回答有（有効回答数１，６３０） 

 地方公共団体が管理する橋梁の点検、長寿命化修繕計画策定及び橋梁修繕を進める上で 
国に求める支援施策として、「財政的支援」、「講習会・研修会の実施」、「積算基準の整備」を 
挙げた団体が多い。 



・平成24年4月時点で、地方公共団体が管理する橋長15m以上の橋梁で 

      通行止め 217橋   通行規制   1,161橋 
 

・今般とりまとめた平成25年4月時点の状況では 

      通行止め 232橋   通行規制   1,148橋 となっている。  
 

＜H24.4月時点＞ ＜H25.4月時点＞ 

※通行規制には損傷・劣化による規制の他、古い設計等による重量規制等も含む 

※上段：橋長2m以上の橋梁数  下段：橋長15m以上の橋長数 

※岩手県、福島県の一部は調査実施困難なため、平成22年4月時点調査のデータ 

地方公共団体管理橋梁の通行規制等状況（H25.4現在） 

うち都道府県
管理道路

（政令市含む）

うち市区町村
管理道路

326 9 317

217 7 210

1,686 182 1,504

1,161 156 1,005

2,012 191 1,821

1,378 163 1,215

通行止め

通行規制

合　　　計

橋梁数 うち都道府県
管理道路

（政令市含む）

うち市区町村
管理道路

375 13 362

232 9 223

1,729 174 1,555

1,148 149 999

2,104 187 1,917

1,380 158 1,222

橋梁数

通行止め

通行規制

合　　　計



 地方公共団体が、事後保全から予防保全への転換を円滑に行うことができるよう、
財政的・技術的支援を実施しています。 

【講習会の実施】 【総点検実施要領（案）】 

財政的支援          
○長寿命化修繕計画の策定のための点検費         

○長寿命化修繕計画策定費                   

○橋梁の架替、修繕事業費    

地方公共団体への支援① 

技術的支援 
○地方整備局による道路管理者向けの橋梁技術講習会等の実施 

○国土技術政策総合研究所、(独)土木研究所による損傷発生時の 

 技術的助言 

○総点検実施要領（案）の作成・提供                  等 



■支援内容 
 国土技術政策総合研究所（４名）、（独）土木研究所（２名）、 
 近畿地方整備局（５名）による緊急調査。（市職員も同行） 
■調査方法 
 ・橋台部、ケーブル定着部、主塔等を近接目視により調査 
 （高所作業車、橋梁点検車、ボートを使用） 
■調査結果の概要 
 ・ゴム支承、ケーブル定着部、主塔等には機能上問題となるような損傷は見られ   
  ない。 
 ・橋台最大２ｃｍ幅のひび割れが４箇所で発生。  
 ・桁の落下を防止する移動制限装置と桁とが地震の揺れにより衝突し、橋台にひ   
  び割れが発生したものと考えられ、このひび割れのために直ちに通行止めが必 
  要なものではない。 

【現地点検・説明会の状況】 

地方公共団体への支援② 

【地震の概要】 

□発生日時 ２０１３年４月１３日 ５時３３分 

□震   央 兵庫県淡路島付近 

□震源の深さ １５ｋｍ 

□規模 M６．３ 

□最大震度 震度６弱（兵庫県淡路市） 

損傷状況 

 地方公共団体（市町村）管理橋梁の点検の直轄による技術支援事例 

＜兵庫県洲本市（市道炬口洲本港線）洲浜橋の地震後緊急点検＞ 
ひょ う ご        す も と                         たけのく ち      す も と こ う せ ん                   す は ま    ば し         



点検による健全度の把握 

計画的な架替 

長寿命化修繕計画の策定 

予防的な修繕 

 健全度の把握、日常的な維持管理に加え、個々の橋梁に対して最も効率的・効果的な修繕を
計画的に実施することで、橋梁の長寿命化並びに橋梁の修繕及び架替えに係る費用の縮減が
図られることが期待されます。 

橋梁長寿命化事業 

損傷・劣化が著しい橋梁 

それ以外の橋梁 

道路橋の長寿命化に係る財政支援の概要① 

社会資本整備総合交付金等 

により、地方公共団体が行う 
 

 ●点検 

 ●計画策定 

 ●架替・修繕事業 
 

を財政面で支援 

橋梁点検車 

による点検 

塗装の塗替補修 



 防災・安全交付金等では、社会資本総合整備計画ごとに予算を配分しており、国として優先
すべき施策である橋梁修繕関係等に特化した整備計画に対して重点的に支援を実施してい
ます。 

道路橋の長寿命化に係る財政支援の概要② 

※計数は社会資本整備総合交付金および防災・安全交付金、地域自主戦略交付金の総額。 

※H22、H23、H24は、各年度の交付金執行調査による。 

※H25は、橋梁修繕関係等に特化した整備計画（72計画）に対する配分額の合計値。 

※H25については、橋梁修繕関係等に特化した整備計画（72計画）以外の整備計画の中で実施するものもある。 

■防災・安全交付金等 （橋梁修繕関係） 

（国費：億円） 

  
Ｈ２２ 
当初 

Ｈ２３ 
当初 

Ｈ２４ 
当初 

Ｈ２４ 
補正 

Ｈ２５ 
当初 

橋梁修繕等 
（対前年比） 

３５１ 
４１８ 
（1.2） 

６８０ 
（1.6） 

４１８ ７３８ 

１,１５６（1.7） 

備考     
交付金 

重点配分 
・防災・安全交付金創設 

・重点配分    



地方公共団体における長寿命化修繕計画に基づく修繕実施状況は、平成25年4月時点で要修繕
橋梁68,800橋のうち10,042橋で実施済み（15％）。 

   ○都道府県・政令市： 実施状況 要修繕橋梁31,840橋のうち、修繕実施済橋梁8,291橋（26％） 

   ○ 市 区 町 村  ： 実施状況 要修繕橋梁36,960橋のうち、修繕実施済橋梁1,751橋（ 5％）            

長寿命化修繕計画に基づく修繕実施状況（H25.4現在） 

※ 修繕実施状況 ＝ 修繕等済橋梁数／現在運用中の長寿命化修繕計画に位置づけた要修繕橋梁数 

※ 岩手県陸前高田市、福島県広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村は調査実施困難なため、 

   要修繕橋梁数及び修繕実施橋梁数は対象から除く。 

地方公共団体における都道府県別長寿命化修繕計画に基づく修繕実施状況（橋長15m以上） 

修繕実施状況 修繕実施状況
都道府県・政令市 市区町村 計 都道府県・政令市 市区町村 計

北海道 13.9% 3.5% 10.1% 福井県 17.9% 9.9% 15.8%
青森県 45.6% 3.8% 23.6% 滋賀県 3.4% 0.9% 1.7%
岩手県 40.7% 2.0% 13.7% 京都府 17.1% 4.8% 10.4%
宮城県 7.2% 12.7% 8.0% 大阪府 41.2% 8.9% 30.4%
秋田県 22.5% 5.0% 13.8% 兵庫県 50.3% 4.9% 20.3%
山形県 66.4% 3.7% 38.0% 奈良県 18.2% 2.3% 7.1%
福島県 31.7% 2.2% 17.0% 和歌山県 43.6% 5.7% 14.2%
茨城県 29.3% 0.9% 17.2% 鳥取県 53.2% 6.8% 26.4%
栃木県 10.9% 2.7% 5.8% 島根県 31.5% 0.8% 16.1%
群馬県 16.3% 1.1% 7.2% 岡山県 45.4% 6.4% 17.9%
埼玉県 31.9% 2.7% 15.9% 広島県 11.4% 1.7% 6.6%
千葉県 19.2% 3.2% 10.9% 山口県 12.3% 2.3% 5.6%
東京都 50.8% 6.0% 24.0% 徳島県 53.1% 9.1% 18.6%

神奈川県 12.7% 1.9% 10.3% 香川県 4.9% 2.5% 3.5%
山梨県 58.7% 7.9% 32.5% 愛媛県 32.2% 13.0% 17.8%
長野県 13.8% 7.8% 11.1% 高知県 22.8% 0.8% 5.1%
新潟県 48.0% 2.2% 27.4% 福岡県 32.2% 3.1% 23.4%
富山県 24.6% 1.9% 11.3% 佐賀県 22.7% 1.6% 10.5%
石川県 16.0% 10.4% 12.9% 長崎県 65.6% 25.5% 40.4%
岐阜県 62.2% 11.7% 27.3% 熊本県 19.9% 7.7% 13.4%
静岡県 43.3% 2.6% 9.6% 大分県 46.2% 2.4% 8.6%
愛知県 17.0% 5.8% 11.1% 宮崎県 22.2% 4.0% 12.5%
三重県 5.4% 1.7% 3.7% 鹿児島県 30.9% 2.5% 13.1%

沖縄県 8.1% 19.7% 13.0%

26% 5% 15%

都道府県名 都道府県名



  全国の道路橋における長寿命化修繕計画の策定状況は、平成25年4月時点で89％。 

  そのうち、地方公共団体における策定状況は87%。 

   ○都道府県・政令市： 策定率 98％（   67団体57,369橋のうち、  67団体56,270橋で策定） 

   ○ 市 区 町 村  ： 策定率 79％（ 1,692団体86,394橋のうち、1,373団体68,578橋で策定）           

長寿命化修繕計画 策定状況（H25.4現在） 

※ 策定率 ＝ 計画策定橋梁数／橋長15ｍ以上の管理橋梁数 

※ 1箇所の橋梁で上下線分離している場合は2橋として計上 

※ 岩手・福島の一部市町村はH22.4時点データ 

※ 率は四捨五入で記載 

全国道路橋の 

長寿命化修繕計画策定状況 
地方公共団体における都道府県別 長寿命化修繕計画策定状況 

都道府県別内訳 

直轄国道 有料道路 地方道路公社
地方公共団体

管理道路
総計

計画策定率 100% 100% 37% 87% 89%

計画策定状況 計画策定状況
都道府県・政令市 市区町村 計 都道府県・政令市 市区町村 計

北海道 97.4% 66.3% 76.8% 福井県 100.0% 81.7% 90.0%
青森県 100.0% 63.7% 79.4% 滋賀県 100.0% 70.2% 81.9%
岩手県 100.0% 89.4% 92.8% 京都府 100.0% 86.4% 92.8%
宮城県 100.0% 55.0% 72.6% 大阪府 100.0% 67.4% 87.2%
秋田県 98.2% 63.6% 76.4% 兵庫県 91.7% 87.2% 89.0%
山形県 98.1% 84.5% 89.9% 奈良県 93.7% 70.1% 78.9%
福島県 100.0% 75.4% 84.0% 和歌山県 100.0% 81.5% 88.2%
茨城県 97.9% 53.6% 67.6% 鳥取県 97.2% 69.8% 80.9%
栃木県 100.0% 91.1% 94.6% 島根県 100.0% 63.5% 75.8%
群馬県 96.7% 88.4% 91.2% 岡山県 99.6% 88.6% 93.3%
埼玉県 99.9% 55.4% 70.4% 広島県 98.0% 96.7% 97.3%
千葉県 92.8% 89.0% 90.4% 山口県 100.0% 76.3% 86.7%
東京都 89.3% 79.0% 82.5% 徳島県 100.0% 91.4% 94.5%

神奈川県 98.4% 98.4% 98.4% 香川県 100.0% 96.3% 97.6%
山梨県 97.3% 75.8% 84.8% 愛媛県 100.0% 93.7% 96.1%
長野県 100.0% 79.7% 86.4% 高知県 98.8% 74.8% 83.5%
新潟県 99.7% 84.8% 91.8% 福岡県 100.0% 68.8% 83.9%
富山県 99.6% 91.1% 95.3% 佐賀県 98.6% 89.1% 92.5%
石川県 100.0% 100.0% 100.0% 長崎県 86.6% 97.9% 93.7%
岐阜県 100.0% 72.5% 82.4% 熊本県 100.0% 94.7% 97.1%
静岡県 95.6% 88.9% 92.2% 大分県 89.9% 80.7% 83.9%
愛知県 100.0% 82.6% 90.2% 宮崎県 99.2% 87.7% 91.9%
三重県 97.0% 89.2% 92.3% 鹿児島県 99.6% 76.2% 85.0%

沖縄県 100.0% 89.2% 94.2%

総計 98% 79% 87%

都道府県名 都道府県名


